
令和４年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業の効果検証
No. 事業名 事業概要 総事業費（円） 交付金充当額（円） 国・府補助金（円） 一般財源等（円） 事業経費内訳（円） 成果及び効果 担当課

1

水道事業会計補助
（水道料金基本料
金1期分（5月分・
6月分）減免）

新型コロナウイルス感染症の影
響下における原油価格や物価の
高騰等に直面する住民等の生活
支援のため、町水道事業会計に
補助を行い、一般家庭及び事業
者（官公署を除く）の水道料金
の基本料金1期分の減免に係る
費用を交付対象経費とする。

27,259,166 21,763,000 0 5,496,166
水道料金の免除に伴う料
金収入減収相当額
27,259,166円

町民や企業の経済的負担
軽減の支援を行うことが
できた。

上下水道課

2

下水道事業特別会
計繰出（下水道使
用料基本料金1期
分（5月分・6月
分）減免）

新型コロナウイルス感染症の影
響下における原油価格や物価の
高騰等に直面する住民等の生活
支援のため、町下水道事業会計
に繰出しを行い、一般家庭及び
事業者（官公署を除く）の下水
道使用料の基本料金1期分の減
免に係る費用を交付対象経費と
する。

10,957,870 10,000,000 0 957,870
下水道使用料の免除に伴
う料金収入減収相当額
10,957,870円

町民や企業の経済的負担
軽減の支援を行うことが
できた。

上下水道課

3

水道事業会計補助
（水道料金基本料
金1期分（9月分・
10月分）減免）

新型コロナウイルス感染症の影
響下における原油価格や物価の
高騰等に直面する住民等の生活
支援のため、町水道事業会計に
補助を行い、一般家庭及び事業
者（官公署を除く）の水道料金
の基本料金1期分の減免に係る
費用を交付対象経費とする。

4,195,346 4,190,000 0 5,346
水道料金の免除に伴う料
金収入減収相当額
4,195,346円

町民や企業の経済的負担
軽減の支援を行うことが
できた。

上下水道課

4

水道事業会計補助
（水道料金基本料
金1期分（9月分・
10月分）減免）
（重点交付金分）

新型コロナウイルス感染症の影
響下における原油価格や物価の
高騰等に直面する住民等の生活
支援のため、町水道事業会計に
補助を行い、一般家庭及び事業
者（官公署を除く）の水道料金
の基本料金1期分の減免に係る
費用を交付対象経費とする。

23,200,000 23,169,000 0 31,000
水道料金の免除に伴う料
金収入減収相当額
23,200,000円

町民や企業の経済的負担
軽減の支援を行うことが
できた。

上下水道課

5

下水道事業特別会
計繰出（下水道使
用料基本料金1期
分（9月分・10月
分）減免）

新型コロナウイルス感染症の影
響下における原油価格や物価の
高騰等に直面する住民等の生活
支援のため、町下水道事業会計
に繰出しを行い、一般家庭及び
事業者（官公署を除く）の下水
道使用料の基本料金1期分の減
免に係る費用を交付対象経費と
する。

4,270,990 4,270,000 0 990
下水道使用料の免除に伴
う料金収入減収相当額
4,270,990円

町民や企業の経済的負担
軽減の支援を行うことが
できた。

上下水道課
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6

下水道事業特別会
計繰出（下水道使
用料基本料金1期
分（9月分・10月
分）減免）（重点
交付金分）

新型コロナウイルス感染症の影
響下における原油価格や物価の
高騰等に直面する住民等の生活
支援のため、町下水道事業会計
に繰出しを行い、一般家庭及び
事業者（官公署を除く）の下水
道使用料の基本料金1期分の減
免に係る費用を交付対象経費と
する。

6,730,000 6,729,000 0 1,000
下水道使用料の免除に伴
う料金収入減収相当額
6,730,000円

町民や企業の経済的負担
軽減の支援を行うことが
できた。

上下水道課

7
町立小学校給食費
免除事業

物価高騰や長期化するコロナ禍
の影響などで、家計が苦しい中
においても、学校給食費の減免
を行なうことで、小学生の保護
者の負担を軽減する。

1,187,454 1,187,000 0 454
補助金
1,187,454円

子育て世帯の経済的負担
軽減の支援を行うことが
できた。

学校教育課

8
町立小学校給食費
免除事業（重点交
付金分）

物価高騰や長期化するコロナ禍
の影響などで、家計が苦しい中
においても、学校給食費の減免
を行なうことで、小学生の保護
者の負担を軽減する。

6,239,000 6,239,000 0 0
補助金
6,239,000円

子育て世帯の経済的負担
軽減の支援を行うことが
できた。

学校教育課

9
公共交通運行継続
支援等補助事業

地域の公共交通維持のため、町
内を運行する公共交通機関に対
し、新型コロナウイルス感染症
の影響による減収分を補助

635,192 630,000 0 5,192 補助金　635,192

公共交通事業者（路線バ
ス及びタクシー）の事業
継続と安定した運行継続
につなげることができ
た。

企画財政課

10
子育て世帯緊急応
援給付金（物価高
騰分）

物価高騰や長期化するコロナ禍
の影響などで、家計が苦しい中
においても、生活必需品等のみ
ならず、子どもの成長に必要な
ものが購入できるよう緊急支援
を実施する。

600,000 100,000 0 500,000 給付金　600,000円
子育て世帯の経済的負担
軽減の支援を行うことが
できた。

福祉課

11
子育て世帯緊急応
援給付金

物価高騰や長期化するコロナ禍
の影響などで、家計が苦しい中
においても、生活必需品等のみ
ならず、子どもの成長に必要な
ものが購入できるよう緊急支援
を実施する。

21,394,887 19,566,000 0 1,828,887

消耗品費　10,247円
印刷製本費　17,160円
通信運搬費　227,480円
委託費　330,000円
給付金　20,810,000円

子育て世帯の経済的負担
軽減の支援を行うことが
できた。

福祉課

12
妊娠出産子育て支
援交付金

新型コロナウイルス感染症の影
響下における原油価格や物価の
高騰等に直面する住民等の生活
支援のため、全ての妊婦・子育
て家庭を対象に、出産育児関連
用品の購入費助成や子育て支援
サービスの利用負担軽減を図る
経済的支援を実施する。

繰越事業のた
め、事業継続中

繰越事業のため、事
業継続中

繰越事業のため、事
業継続中

繰越事業のため、
事業継続中

繰越事業のため、事業継
続中

繰越事業のため、事業継
続中

健康課
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13
疾病予防対策事業
費等補助金

新型コロナウイルス感染症を含
めた感染症の免疫力を高めるた
め、風しんの予防接種につい
て、公的接種の機会がなかった
年代の男性に対し抗体検査を実
施し、風しんの予防接種を促進
することで、医療体制のひっ迫
や感染症の同時羅患のリスクを
軽減する。

472,234 236,000 236,000 234

役務費　17,076円
需用費　19,800円
委託料　347,746円
報酬　87,612円

抗体検査を実施し、風し
んの感染拡大防止につな
げることができた。

健康課

14
子ども・子育て支
援交付金

町内の保育施設等における、新
型コロナウイルス感染拡大防止
対策用品を整備する。

2,477,892 900,000 1,421,000 156,892

消耗品費　443,047円
補助金　1,128,405円
人件費（放課後児童クラ
ブ）906,440円

各施設の感染症拡大防止
対策につなげることがで
きた。

福祉課
生涯学習課

15
保育対策総合支援
事業費補助金

町内の保育施設等における、新
型コロナウイルス感染拡大防止
対策用品を整備する。

1,500,560 700,000 750,000 50,560
消耗品費　400,560円
補助金　1,100,000円

各施設の感染症拡大防止
対策につなげることがで
きた。

福祉課

16
学校保健特別対策
事業費補助金

児童生徒の安心安全な学習環境
の確保のための、学校内での新
型コロナウイルス感染症対策等
および学びの保障を確保する。

40,700 10,000 20,000 10,700 備品購入費　40,700円

学校において新型コロナ
ウイルス感染症の感染拡
大防止のための備品を備
え、コロナ禍においても
学校教育活動を継続でき
る環境整備の支援につな
げることができた。

学校教育課

※交付金充当額については、令和６年３月現在の数値です。今後繰越事業の実績が確定するとともに変更します。
※国・府補助金については、令和６年３月現在の数値です。今後繰越事業の実績が確定するとともに変更します。
※一般財源等については、令和６年３月現在の数値です。今後繰越事業の実績が確定するとともに変更します。


